様式第1号

指定管理者指定申請書

令和　　　年　　　月　　　日
　岐南町長　　　宛て
申請団体　　　　　　　　　　　　
所在地　　　　　　　　　　　　
団体名　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　印　

　岐南町公の施設における指定管理者の指定の手続き等に関する条例第3条の規定による指定管理者の指定を受けたいので、申請します。

　　1　　施設の名称

         岐南町総合体育館、岐南町町民運動場、岐南町スポーツセンター、
　　　　 岐南町防災コミュニティーセンター
　　2　　添付書類

　　　(1)　事業計画書(様式第2号)
　　　(2)　収支計画書(様式第3号)
　　　(3)　自主事業計画書(様式第4号)

　　　(4)　誓約書(様式第5号)

　　　(5)　申請団体の組織の概要を記載した書類
①会社の登記簿謄本等（3ヶ月以内に取得したもの）
②定款、寄附行為、規約又はこれに類する書類

　　　(6)　申請団体の財務状況を記載した書類

　　　　　 貸借対照表、損益計算書、事業報告書（前事業年度分）

　　　　　 
　　　(7)　その他町長が指定するもの

　　　　　 募集要項に定める各種納税証明書（未納税額が無いことを証明できるもの）
様式第2号(第2条関係)

事業計画書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　　年　　　月　　　日
１　申請団体の概要

	名称
	　

	代表者氏名
	　
	設立年月日
	年　　月　　日　

	電話番号
	　
	Fax番号
	　

	E-mailアドレス
	　
	URL
	　


２　現在運営している類似施設

	名称
	所在地
	主な業務内容
	運営期間

	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　


３　事業計画(※記載項目が多い時は、この様式で定める事項の順で別紙にて提出可)

	　1　申請団体の団体経営方針等に関する事項

　①経営方針

　②今回の公募に応募した動機

	　2　施設の経営方針に関する事項

　①施設の現状に対する考え方及び将来展望(新規施設の場合は将来展望のみ)

　②施設運営に関する計画

　　ア　利用者への対応等サービス向上に関する計画

　　イ　施設利用向上に関する計画

　　ウ　管理経費に関する計画



	　3　施設の管理に関する事項

　①職員配置に関する計画

　　ア　職員の配置表及び業務分担(指揮命令系統の明示した組織図を添付)

　　イ　職員の勤務時間、勤務表等勤務体制

　4　個人情報の保護及び情報公開の措置に関する事項

　5　緊急時における対策に関する事項

　6　地域団体等との連携及びこれらの振興等に対する方策

7　その他




様式第3号(第2条関係)

収支計画書(　　　　年度分)

　収入の部

	科目
	予算額
	説明

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　


　支出の部

	科目
	予算書
	説明

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	諸経費
	
	

	消費税（ 　％）
	
	

	
	
	


　(注)

　　1　科目欄は具体的に記入してください。また、説明欄は積算基礎その他詳細に記入してください。

　　2　記載する項目が多いときは、この様式で定める事項について、別紙により作成して提出することができます。

　　3　収支計画書は、申請団体の会計年度ごとに作成してください。

様式第4号

自主事業計画書

法人（団体）名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	事業名
	事業内容
	実施時期及び回数
	備考

	①


	
	
	

	②


	
	
	

	③


	
	
	

	④


	
	
	

	⑤


	
	
	


　行政財産使用許可申請等が必要な事業　

	事業名
	事業内容
	実施時期
	備考

	①


	
	
	

	②


	
	
	

	③


	
	
	


様式第5号

誓　約　書

令和　　年　　月　　日

　  
岐南町長　　宛て
　　　　　　　　　　　　　　　　　申請団体　

　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名                        
印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　岐南町体育施設等（総合体育館、町民運動場、スポーツセンター、防災コミュニティーセンター）の指定管理者指定申請を行うにあたって、下記の事項については事実に相違ありません。

記

　１　岐南町体育施設等指定管理者募集要項「２　応募資格等」に定める要件を満たし、申請者として資格を有していること。

　２　岐南町体育施設等指定管理者指定申請書等の提出書類に記載した事項は事実に相違ないこと。

　３　「岐南町が行う事務事業からの暴力団関係事業者の排除に関する合意書」に基づき、

　　岐南町役場が岐阜羽島警察署長に対し暴力団関係事業者であるかどうかを照会することに同意します。
様式第6号

募集要項の内容等に関する質問書

令和　　年　　月　　日

　

岐南町役場　生涯学習課
指定管理担当　宛て
	質　問　項　目
	質　　問　　内　　容

	
	


※質問が募集要項のどの部分に該当するものかわかるように記載してください。

（例：募集要項○頁の○行目２の(１)の②について、等）

　　　　　　　　　　　　　法人（団体）名称

　　　　　　　　　　　　　担当者名

　　　　　　　　　　　　　連絡先：電　話

　　　　　　　　　　　　　　　　：E-mail

指定管理者指定申請辞退届

令和　　年　　月　　日

　

岐南町長　　宛て
　　　　　　　　　　　　　　　　申請団体　
　　　　　　　　　　　　　　　 所在地
　　　　　　　　　　　　　　　 団体名　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　 代表者氏名                        
印

　　　　　　　　　　　　　　　　　
令和　　　年　　　月　　　日付けで岐南町体育施設等（総合体育館、町民運動場、スポーツセンター、防災コミュニティーセンター）の指定管理者指定申請書を提出しましたが、都合により辞退しますので、届け出ます。

共同事業体結成届出書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年 　　月 　　日

岐南町長　　宛て
　　　　　　　　　　　　共同事業体名

代表者　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　印

件名　　岐南町体育施設等　指定管理者
　上記件名の公募に参加するため、共同事業体を結成し、下記のとおり代表者及び代表者の権限を構成員全員一致で定めましたので、届け出ます。

　なお、当該件名の指定管理者に指定された場合は、各構成員は岐南町体育施設等の指定管理者としての業務の遂行及び当共同事業体が負担する債務の履行に関し、連帯して保証します。

	共 同 事 業 体
	所  在  地
	

	
	団　体　名
	

	
	代表者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 代表者印

	共同事業体構成員

（共同事業体の代

表者含む）
	所　在　地

団　体　名

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者印

	
	所　在　地

団　体　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者印

	
	所　在　地

団　体　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者印

	共同事業体の存続

期間について
	申請から当該指定管理者の指定期間終了後3ケ月を経過する日まで。

また、当共同事業体の構成団体の加入、脱退又は除名については、事

前に岐南町長の承認を要するものとします。

	代表者の権限
	１　指定管理者の指定の申請に関する件

２　岐南町長との協定締結に関する件

３　経費の請求受領に関する件

４　その他契約に関する件


共 同 事 業 体 協 定 書

（目　的）
第１条　岐南町体育施設等共同事業体は、体育施設等（以下「本施設」という。）を管理する指定管理者として、岐南町長と締結する本施設の管理に関する基本協定及び年次協定（以下「管理協定」という。）を遵守し、構成員が共同連帯して本施設の管理に係る業務を遂行することを目的として、この協定（以下「本協定」という。）を締結する。

　（名　称）

第２条　本協定に基づき設立する共同事業体は、　　　　共同事業体（以下「当事業体」という。）と称する。

　（事務所の所在地）

第３条　当事業体は、事務所を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に置く。

　（成立の時期及び解散の時期）

第４条　当事業体は、令和　　年　　月　　日に成立し、管理協定の履行を完了するまで（指定管理期間終了後３ヶ月を経過するまでの間）は解散することができない。

２　前項の規定にかかわらず、当事業体は、本施設の指定管理者として指定されなかったときは、本施設の指定管理者に係る指定の結果についての通知を受けた日に解散するものとする。

　（構成員の住所及び名称）

第５条　当事業体の構成員は、次のとおりとする。

　(1)所在地
　　 団体名
　　 代表者氏名
　(2)所在地
　　 団体名
　　 代表者氏名
　(3)所在地
　　 団体名
　　 代表者氏名
（代表団体及び代表者）

第６条　当事業体は、　　　　　　　を代表団体とする。

２　当事業体は、　　　　　　　　　（代表団体の代表者）を代表者とする。

（代表者の職務）

第７条　当事業体の代表者は、管理協定に基づく本施設の管理に係る業務（以下「指定管

理業務」という。）の遂行に関し、次に掲げる職務を遂行する。

(1)第９条の運営委員会の決定に従い、岐南町長との協定に基づく協議、報告、通知その他の行為を行うこと。

(2)当事業体の名義をもって岐南町長が支払う管理費用を請求し、及び受領すること。

(3)当事業体に属する財産を管理すること。

(4)当事業体の名義をもって利用料金を収受すること。

　（構成員の責任）

第８条　各構成員は、管理協定の履行及び指定管理業務の実施に伴い第三者と締結する契

　約等に基づき当事業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負う。

　（運営委員会）

第９条　当事業体は、全構成員をもって、代表者を委員長とする運営委員会を設置する。

２　運営委員会は、指定管理業務の遂行に関する次に掲げる事項について協議し、決定す

るものとする。

　(1)当事業体の組織及び運営に関する事項

　(2)指定管理業務の実施体制に関する事項

　(3)各構成員の業務の分担及び経費の配分に関する事項

　(4)損益の分担に係る比率の決定に関する事項

　(5)指定管理業務に関する業務計画及び事業報告に関する事項

　(6)当事業体に属する財産及び資金の管理に関する事項

　(7)その他指定管理業務の遂行に必要な事項

　（取引金融機関）

第１０条　当事業体の取引金融機関は、（金融機関名）（支店名）とし、当事業体の名称　

　を冠した代表者名義により設けられた別口預金口座によって取引するものとする。

　（業務の分担等）

第１１条　各構成員の業務分担及び管理費用の分担額は、別記の職務分担表のとおりとす

るとともに、当事業体に連携して責任を負うものとする。また、管理協定の変更により指定管理業務の一部に変更があったときは、当該変更の内容に応じ業務の分担及び管理費用の分担額を変更するものとする。

　（構成員の必要経費の分配）

第１２条　構成員は、その分担業務を遂行するため、運営委員会の定めるところにより必

要な経費の分配を受けるものとする。この場合において、共通業務に係る経費については、各構成員の負担金分担額の割合に応じて分配するものとする。

　（決算）

第１３条　当事業体は、毎年度終了後、当該年度の指定管理業務について決算（残余財産

の処分を含む。以下同じ。）をするものとする。

２　指定管理者の指定の手続に要した経費は、構成員全員の同意により当該年度の決算に繰り入れるものとする。

　（損益の分担）

第１４条　前条第1項の規定による決算の結果、構成員に分配すべき余剰金又は構成員が分担して不足金が生じた場合には、運営委員会が定める比率によって各構成員がその配分を受け、又は負担するものとする。

　　(構成員名)　　　　　　　　　　％

　　(構成員名)　　　　　　　　　　％

　　(構成員名)　　　　　　　　　　％

　（権利義務の譲渡の制限）

第１５条　本協定に基づく各構成員の権利義務は、他人に譲渡することはできない。

２　構成員は、指定管理業務のうち自己に割り当てられた業務の全部（以下「割当業務」という。）を第三者に委託することができない。

３　構成員は、他の構成員全員の同意を得た後、岐南町長が承認した場合に限り、割当業務の一部を第三者に委託できるものとする。

　（業務途中における構成員の破産又は解散に対する措置）

第１６条　構成員は、岐南町長及び他の構成員全員の承認がなければ、指定管理業務を完了するまでは脱退することができない。

２　構成員のうち指定管理業務を完了する前に前項の規定により脱退した者がある場合においては、脱退した構成員以外の構成員が共同連帯して指定管理業務を完了する。この場合に負担割合は別途定める。

３　第1項の規定により構成員が脱退した場合における脱退した構成員以外の構成員の業務の分担、負担金の分担額及び損益分担の割合は、運営委員会が定めるものとする。

４　決算の結果利益が生じた場合において、脱退した構成員には利益の配当は行わない。

５　構成員が、当事業体の成立の日から解散の日までに破産又は解散した場合には、当該団体が脱退したものとみなして、第2項から第3項までの規定を準用する。

　（解散後の瑕疵担保責任）

第１７条　当事業体が解散した後においても、管理協定の履行につき瑕疵があったときは、各構成員は連帯してその責に任ずるものとする。ただし、当事業体の構成員のうちいずれかが業務途中において破産し、又は解散した場合においては、脱退した構成員以外の構成員が共同連帯して脱退した構成員の分担業務を完成するものとする。

　（協定書に定めのない事項）

第１８条　この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。

　代表団体　外　　社は、上記のとおり岐南町体育施設等共同事業体協定書を締結したの

で、その証として正本　　通及び副本１通を作成し、各構成員が記名押印の上、正本につ

いては各構成員が１通を保有し、副本については岐南町に提出する。

令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　（所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（団体名）　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　構成員　（所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（団体名）　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　構成員　（所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（団体名）　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者氏名）

　

　※第１１条に規定する職務分担表を添付すること

